
○特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号 （抄））

（雨水浸透阻害行為の許可）

第九条 特定都市河川流域内の宅地等以外 の土地において、次に掲げる行為（流域水害対策計画
に基づいて行われる行為を除く。以下「雨水浸透阻害行為」という ）であって雨水の浸透を著。
しく妨げるおそれのあるものとして政令で定める規模以上のものをしようとする者は、あらかじ
め、都道府県知事（指定都市、地方自治法第二百五十二条の二十二第一項の中核市又は同法第二
百五十二条の二十六の三第一項の特例市（以下「指定都市等」という ）の区域内にあっては、。
当該指定都市等の長。以下この章及び第三十八条において同じ ）の許可を受けなければならな。
い。ただし、通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの及び非常災害のため
に必要な応急措置として行う行為については、この限りでない。
一 宅地等にするために行う土地の形質の変更
二 土地の舗装（コンクリート等の不浸透性の材料で土地を覆うことをいい、前号に該当するも
のを除く ）。
三 前二号に掲げるもののほか、土地からの流出雨水量（地下に浸透しないで他の土地へ流出す
る雨水の量をいう。以下同じ ）を増加させるおそれのある行為で政令で定めるもの。

（変更の許可等）
第十六条 第九条の許可（この項の規定による許可を含む ）を受けた者は、第十条第一項各号に。

、 。掲げる事項の変更をしようとする場合においては 都道府県知事の許可を受けなければならない
ただし、国土交通省令で定める軽微な変更をしようとするときは、この限りでない。
２～５ （略）

（雨水貯留浸透施設の機能を阻害するお それのある行為の許可）
第十八条 前条第二項の検査の結果第十一条の政令で定める技術的基準に適合すると認められた雨
水貯留浸透施設について、次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ、都道府県知事の許
可を受けなければならない。ただし、通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定める
もの及び非常災害のため必要な応急措置として行う行為については、この限りでない。
一 雨水貯留浸透施設の全部又は一部の 埋立て
二 雨水貯留浸透施設（建築物等に設置されているものを除く ）の敷地である土地の区域にお。
ける建築物等の新築、改築又は増築
三 雨水貯留浸透施設が設置されている建築物等の改築又は除却（雨水貯留浸透施設に係る部分
に関するものに限る ）。
四 前三号に掲げるもののほか、雨水貯留浸透施設が有する雨水を一時的に貯留し、又は地下に
浸透させる機能を阻害するおそれのある行為で政令で定めるもの
２～５ （略）

（行為の届出等）
第二十五条 保全調整池について、次に掲げる行為をしようとする者は、当該行為に着手する日の
三十日前までに、国土交通省令で定めるところにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、

。 、着手予定日その他国土交通省令で定める事項を都道府県知事に届け出なければならない ただし
通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの及び非常災害のため必要な応急措
置として行う行為については、この限りでない。
一 保全調整池の全部又は一部の埋立て
二 保全調整池（建築物等に設置されているものを除く ）の敷地である土地の区域における建。
築物等の新築、改築又は増築
三 保全調整池が設置されている建築物等の改築又は除却（保全調整池に係る部分に関するもの
に限る ）。
四 前三号に掲げるもののほか、保全調整池が有する雨水を一時的に貯留する機能を阻害するお
それのある行為で政令で定めるもの

（管理協定の効力）
第三十一条 第二十九条（前条において準用する場合を含む ）の規定による公告のあった管理協。
定は、その公告のあった後において当該管理協定調整池の保全調整池所有者等となった者に対し
ても、その効力があるものとする。


